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駿河湾から四国沖の海底に走る南海トラフでは，約 100 年から 150 年の周期で海底地震
が繰り返し発生し，津波が日本列島の各地域を襲ってきた．1946 年の紀伊半島沖を震源と
する南海地震から今日に至るまでの約 70 年間，南海トラフでは大きな海底地震は起こっ
ておらず，政府の地震調査委員会の想定では今後 30 年間で約 70 から 80％の確率で次の巨
大地震が発生すると想定されている． 
2011 年の東日本大震災以降，内閣府や各地方自治体は東海地震，東南海地震および南海




県岡山市にも 2m から 3m 級の津波が数波に渡って押し寄せることが明らかになった．羽
島ら 1)による既往の南海地震における瀬戸内海の津波高に関する調査においても，例えば


























































































 ここでは論文の構成について述べる．第 1 章では本研究の背景および概要について記し
ている．第 2 章では津波のリアルタイム予測法および岡山市の微地形を考慮した津波氾濫
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浪観測システムが設けられており，2016 年 4 月の時点で 78 か所において波浪の観測がな
されている 4)．2010 年のチリ津波や 2011 年の東日本大震災による津波による各海域の水

















とが示された．また安田ら 10)は 2011 年の東日本太平洋沖地震の津波について本手法の適
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0.1 以下に保つためには，津波一波長あたり少なくとも 20 個以上の格子数が含まれるよう
に格子の大きさを設定する必要があることを示した．このことを勘案し，地点ごとに下記
のとおり格子サイズの設定を行った．太平洋，各水道（紀伊水道と豊後水道），瀬戸内海で
は，解析格子の 3 角形の一辺の長さがそれぞれ 3km から 10km，400m から 3km，400m か




（2012 年公開）を元データとして用いた．太平洋域では 810m ごと，瀬戸内海と紀伊水道
および豊後水道を中心とする四国周辺の海域では 270m ごとに得られた標高データを用
い，各三角形格子の重心から最も近い測点のデータの値を各々の要素に内挿した．ここで
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xと yは日本直角座標系（第 5 系）における x座標と y座標をそれぞれ示す．ここに，
U：保存量ベクトル，E：東西方向の流束ベクトル，F：南北方向の流束ベクトル，S：発
生項および消滅項ベクトルである．また，それぞれの式に含まれる各記号について，t：時
間，g：重力加速度， bz ：標高，h：水深，u： x方向（東西方向）の流速，v： y方向（南
北方向）の流速， n：マニングの粗度係数である． 








                              (3.2) 
ここに， t：微小時間増分量， L：隣接するメッシュとの重心間の距離， g：重力加速
度，u： x方向（東西方向）の流速， v： y方向（南北方向）の流速，Cr ：クーラン数で
ある． 
各三角形メッシュの 3 つの境界において，FDS 法 7)を適用し，津波解析を実施した． 
 
3.2.4 対象震源ケースと津波の再現方法 












10 秒ごとの地盤変動量のデータを順次海底の標高に与えた．地盤変動量のデータは 810 メ
ートルごとに得られたものであり．標高の内挿と同様に各三角形格子の重心から最も近い
位置でのデータをそれぞれの計算格子に適用した．  
図 3-3は Case4 の津波の立ち上がりが終了する地震発生時から 260 秒後の水位分布図を
























































けることが考えられる．図 3-5は上記の津波再現計算で和歌山県白浜沖の GPS 波浪計設置
地点（図 3-2の黄色の丸）において得られた津波波形である．図 3-4の山田港の波形と比
較すると各波の周期が共に 50 分から 60 分であることからも，岡山沿岸に打ち寄せる津波
が紀伊水道経由のものであると推察される． 
吉田ら 9)の検討事項を踏まえて，図 3-5 に示す紀伊水道の波①から波④の津波が，それ
ぞれどの海峡を通り山田港に到達する各津波に影響しているのかについて把握するため
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波① 鳴門経由 → 波Ⅰ
波① 明石経由 → 波Ⅱ
波② 鳴門経由 → 波Ⅱ
波② 明石経由 → 波Ⅲ
波③ 鳴門経由 → 波Ⅲ
波③ 明石経由 → 波Ⅳ
波④ 鳴門経由 → 波Ⅳ









いて考察する．吉田ら 9)の研究では明石海峡と鳴門海峡の津波到達時間差は約 40 分程度で
あることが報告されており，紀伊水道の津波周期より 20 分程度短い．ここから，明石海峡
からの津波が鳴門海峡からの次の津波よりも約 20 分早く播磨灘に侵入することが考えら
れる．図 3-2 より明石海峡が鳴門海峡よりも東西方向に約 30km 東にある．またこの図の
海底の標高を示すコンターから明石海峡の東側の水深が約 30 から 40 m であることを考慮
すると，（3.3）に示す長波理論による波速の近似式より明石海峡から岡山方面に進む津波
の波速が時速約 60 から 70 km であると考えられる． 
                             C gh                                      (3.3) 





































3-8 および図 3-9 にそれぞれ津波伝播解析で得られた各海峡の外側と内側の津波波高を示





形を予測することを目的に，各海峡の外側の波高 outH と内側の波高 inH の相関関係と各海























































きいものまでそろえるため，すべり量を 0.8 倍および 1.2 倍に設定したケースにおいても
前節で説明した鳴門と明石の一方を封鎖した解析を実施した．これらの解析は，3.2 で説
明した初期の波源の立ち上がりの再現計算において，初期水位変動量の元データの値にそ
れぞれ 0.8 および 1.2 を乗じた値を海底の標高に与えることで実施した．そして，3 つの波
源ケースの波①から波④（計 12 波）について，各海峡の外側と内側の波高との比（ inH /
outH ，以下波高比 1（ 1R ））と各海峡の内側の波高とそれぞれの海峡を経由した津波の山田
港到達時の波高との比（山田港到達時の波高/ inH ，以下波高比 2（ 2R ））をそれぞれ求め
た． 
図 3-10 および図 3-11 は鳴門及び明石海峡経由の 12 波について，それぞれ各海峡の外
側での津波波高を横軸に，波高比 1 を縦軸にプロットしたものである．これらの図からデ
ータが取得できた範囲で横軸を説明変数 outH ，縦軸を目的変数 1R とした近似式が最小二乗
法によりそれぞれ， 1 0.02 0.62outR H   （鳴門海峡側）， 1 0.27 1.23outR H   （明石海峡側）
で表されることが分かる． 
































1 0.02 0.62outR H  
 




































に最も津波が増幅することを示した．本解析では 4 波とも周期が約 1 時間であることか
ら，播磨灘から備讃瀬戸東部にかけて津波の共振が時間の経過とともに進んだことが後か
ら瀬戸内海に侵入した津波の波高比 2 が大きくなった原因の 1 つとして考えられる．以上
から波高比 2 は海峡内側の波高よりも津波の順番によってほぼ一定に決まることが分か
る．以上より各波について 3 つの波高比の平均値（図 3-12と図 3-13中の数字）をそれぞ





から 50 m あり，瀬戸内海の津波の波高と比較して十分に大きいことが分かる．したがっ
て，波の波高による水深の変化は到達時間差に大きく影響しないと考えられる．そこで，
各海峡部の外側と山田港の津波到達時間差の検討ではそれぞれの海峡部のみ津波を通し
た解析のうちすべり量が 1.0 倍のケースの結果を用いて行った．表 3-2 は波①から波④に
ついて，各海峡の外側でピークが得られた時刻と山田港にそのピークが到達した時刻から
 





































































図 3-14 は瀬戸内海横断面上において，両方の解析の各時刻の水位分布と 2 つの解析の
水位差を示したものである．吉田ら 9)の解析において，地震発生から 160 分後に豊後水道
側から入ってきた津波が燧灘の西側に達することが示されている．そこで，水位分布に着
目すると本解析においても地震発生 160 分後から燧灘西部で水位上昇が見られ，豊後水道






後水道側の津波の影響がさらに東側まで達し，山田港近海の水位差が約 0.32 m まで拡大し
ていることが分かる．以上から，280 分後から 360 分後の 80 分間で豊後水道側からの津波
により，山田港の水位が一次関数的に 0.32 cm 上昇するととらえ，簡易予測モデルにおい
て考慮する． 
表 3-2 海峡外側と山田港の津波到達時間差 
 
波番号 ① ② ③ ④ 平均
鳴門からの到達時間（h） 1.34 1.31 1.25 1.39 1.32
明石からの到達時間（h） 1.81 1.85 1.89 × 1.85































































下がっていることが分かる．そこで，初期水位から 0.5 m を差し引いた T.P.0.79 m の線（図
3-8，図 3-9の緑線）を津波の振幅の基準とし，両海峡の外側の津波波形（図 3-8，図 3-9
の赤線）から T.P. 0.79 m を差し引き図 3-15 に示す振幅のグラフを求めた．それぞれの海
峡（外側）で各津波のピークが得られた時点で，その波高から，図 3-10と図 3-11で示し
た近似式により求めた波高比 1 と図 3-12と図 3-13に波ごとに示した波高比 2 を海峡外側
の津波の振幅に掛け合わせた．さらに各海峡（外側）と山田港の到達時間差分をそれぞれ
の波形を横軸方向に平行移動させ，図 3-16 の上から 1 番目と 2 番目の図に示すように各
海峡経由の山田港における津波波形を予測した．なお，各海峡（外側）の波形は波①によ
る水位上昇が始まる時点（図 3-8，図 3-9 の補正開始点）から使用した．西側からの津波
の影響も考慮するため，地震発生から 280 分後から 360 分後にかけて一次関数的に 0.32 m
水位が上昇するモデル（図 3-16の上から 3 番目の図）を作成した． 
次に山田港における両海峡経由の予測波形の足し合わせについて説明する．図 3-4から
山田港においても波Ⅰが来る直前には地震時の地盤沈降の影響により初期水位から約 0.5 
m の水位低下が起こっていることが分かる．そこで T.P. 0.79 m を津波の足し合わせの振幅
の基準とし，図 3-16の 3 つのグラフを時点ごとに足し合わせた． 









































































の約 80 分前に予測可能である． 





































本研究では 2013 年と 2014 年に岡山県宇野港（位置は図 3-2の青丸印）の気象庁潮位観








































により瀬戸内海側の水位が 0.5 m 程度下がることを仮定し，両海峡外側における津波振幅

































































































波① 波② 波③ 波④ 波① 波② 波③












































































































































































































3）豊後水道側からの津波は岡山市沿岸に波Ⅳが到達する地震発生 280 分後から 360 分後
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地震の震源ケースは全 11 ケース 1)であり，波源の位置が南海トラフに沿って変化する基本
的な検討ケース（5 ケース）と分岐断層が生じる場合や波源が 2 か所に生じる場合を考慮
した派生的な検討ケース（6 ケース）の 2 つに分かれる．そこで，すべての震源ケースに
ついて前章と同様の津波伝播解析を行うため，図 4-1に示すとおり南海トラフ全体を含む
ように解析範囲を前章のものより東側に拡張した．海域ごとのメッシュサイズの取り方に








方やパラメータの取り方はすべて Case4 を基準に示す． 
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細に検討する．図 4-6は Case4 を例に，断面 1（図 4-2）の各波到来時の水位分布を示す．
この図うち一番上の水位分布図から，波①は，そのピークが時間ごとに太平洋から紀伊水
道を北上していることから，波源からの進行波であることが分かる．一方で，図 4-6 の 2
番目と 3 番目の図から，波②到来以降，波源から直接北進する進行波は見られず，紀伊水
道の北端と入口を腹とするセイシュが発生していることが分かる．紀伊水道入口において
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        ( n  1,2,3・・・・・)   （4.3） 
ここに， t：時間， ( )f t ：分解前の波形，T：分解前の波の周期（データ長），n :分解波
の次数， na ：各次数の分解波（余弦波）の波高， nb ：各次数の分解波（正弦波）の波高，
dt：積分計算におけるデータの刻み幅 
式（4.1）より元の波形はフーリエ解析により，次数ごとに周期が異なる余弦波と正弦波













た一周期分のデータにフーリエ解析を適用した．GPS 波浪計は 1 秒ごと 4)に水位を計測す
ることを踏まえ，波形データは 1 秒おきにとったものを用いた．したがって 1 回のフーリ
エ解析のデータ数は各波の周期の秒数と等しくなる． 
紀伊水道では約 50 分周期の津波が卓越するが，約 25 分周期の津波も見られることが吉
田ら 3)により示されており，その波成分の影響の有無まで検討するため 3 次までの波成分
まで考慮した．図 4-8は Case4 の波②を例に，波形抽出点で得た津波波形をフーリエ解析









方で 2 次および 3 次の波成分の波高も約 0.6m 程度であり，この地点の波形に異なる周期
の波が含まれていることが分かる． 
 

























































   
4.6 波高相関関係式の検討  
 
4.6.1 地点間の波高相関関係の検討 



















     
      
     
    （4.4） 
ここに， t：時間， ( )kf t ：合成波（ k次）の波形，T ：分解前の波の周期（データ長），
n：分解波の次数， na ：各次数の分解波（余弦波）の波高， nb ：各次数の分解波（正弦波）
の波高， dt：積分計算におけるデータの刻み幅 
 
































































つの基本的な検討ケースに，Case4 のすべり量を 0.8 倍および 1.2 倍に変化させた 2 ケース







門および明石海峡部外側の波高の相関係数の 2 乗値（以下 2R 値）を比較したものである．
鳴門海峡の波①の結果では合成波（2 次）との相関が最も高くなっているが，全体的に両

































の基本波の波高 KiiH と outH との相関関係式を各海峡（外側）の波高の予測に用いる．図 4-
13から，7 つのケースのデータがほとんど近似式に沿って並んでおり，震源ケースに関係
なくこれらの式から各海峡外側の津波波高を予測できると考えられる．ただし，波①につ
いては，フーリエ解析で得られた波形抽出点の半波高 Kiih と海峡部の半波高 outh （図 4-9）
の相関関係式を示しており， outH の予測値は上の相関関係式で求まる outh の予測値と各海
峡外側の初期水位低下量 outDW （図 4-9）の予測値を足して求める．紀伊水道入口付近の
地震発生時の水位低下量は他の海域と比較しても非常に大きく，その影響が北側に伝播し
各海峡部の水位低下量に影響していることが考えられる．そこで波形抽出点と各海峡部の
初期水位変動量の相関関係を詳細に検討するため，上記の 7 ケースに Case4 の初期水位変
動量を 0.5 倍および 1.5 倍した 2 ケースを加えた 9 ケースの解析結果をサンプルに波形抽
出点と各海峡の初期水位低下量（ KiiDW と outDW ）の相関関係式を求めた．なお図 4-5 と
図 4-9 に示すように KiiDW と outDW は各地点における地震発生後から波①到達前の最大の
水位低下量を指す．図 4-14に相関関係式を示す．各ケースのデータの並びから，両者の間
に高い相関関係があることが分かり，これらの式により KiiDW から outDW の予測値を求め
られることが分かる．表 4-2に本節で構築した全ての相関関係式を示す． 











































































図 4-13 波形抽出点と海峡部外側の波高相関関係式 





























































































































































































































































図 4-14 波形抽出点と海峡部外側の初期水位低下量の相関関係式 












































































































表 4-2 各相関関係式  
 
経由する海峡 説明変数(m) 目的変数(m) 相関関係式 R2値
鳴門海峡 hKii（①） hout（①） hout = 1.726HKii -0.013 0.9835
鳴門海峡 HKii （②） Hout（②） Hout = 1.441HKii -0.258 0.9949
鳴門海峡 HKii （②） Hout（③） Hout = 1.032HKii+1.068 0.9638
鳴門海峡 DWKii DWout DWout = 0.653DWKii - 0.064 0.9870
明石海峡 hKii （①） hout（①） hout = 0.398HKii +0.081 0.9685
明石海峡 HKii （②） Hout（②） Hout=0.361HKii -0.059 0.9897
明石海峡 DWKii DWout DWout = 0.495DWKii + 0.045 0.9689
＊括弧内の数字は波番号 ＊相関関係式の傾きと切片は小数第3位まで表示







位変動量を 0.1 倍刻みに 0.5 倍から 1.5 倍にした 11 ケースの解析結果から前章と同手法で
求めた図 4-16に示す outH と波高比 1（各海峡の内側の波高 inH / outH ）および inH と波高比
2（山田港到達時の津波波高/ inH ）の対数関数の相関関係式を用いて行う． 
 












































図 4-16 各海峡外側から山田港の波高の予測に用いる相関関係式 



























①R2 = -0.132ln(Hin) + 0.453
②R2 = -0.12ln(Hin) + 0.637















①R2 = -0.01ln(Hin) + 0.648
②R2 = -0.08ln(Hin) + 0.730




















を津波解析と同様の T.P. 1.29 m に設定した．高知県室戸崎から約 30km 南に設定した正弦





に示す．鳴門海峡では 1.3 から 1.4，明石海峡では 0.3 から 0.4 程度となっており，両海峡
とも各周期の基本波成分の波高比が波②同士の相関関係式（表 4-2）の傾きの値とほぼ一
 


















































4.7.1 振幅の基準の検討方針  
図 4-3の 5 ケースの結果から，山田港の各波の振幅の基準は波Ⅰのみ比較的低く，波Ⅱ
以降の波ものは初期水位とほぼ等しくなっていることが分かる．また，図 4-19に示す Case4

















降が瀬戸内海の水位に与える影響を経時的に検討する．図 4-21は Case4 を例に，時刻ごと
に断面 2（図 4-2）上の水位分布を示したものである．ここから，燧灘側からの水位低下の
 
































ックした解析を実施した．この解析は Case4 のすべり量をそれぞれ 0.5 倍，0.8 倍，1.0 倍，
1.2 倍，1.5 倍した 5 ケースにおいて行った．各ケースの解析で得られる山田港の時系列的
な水位低下量のうち，両海峡をブロックしない場合に山田港の初期水位低下量の最大値
YDW が得られる時点の結果を 1DW とした．さらに YDW と 1DW の差を 2DW とした．ここ
で， YDW のうち 1DW は燧灘側からの影響分， 2DW は紀伊水道側からの津波の引き波によ
る影響分であると考えられる．図 4-22 に Case3 から Case5 の 3 ケースを例に伊予三島水
位観測所の位置の水位変化を示す．この図からこの地点の初期水位低下量 IDW は地震発生
 









































直後に得られることが分かる．そこで，5 ケースにおいて， IDW と 1DW ， KiiDW と 2DW の
相関関係式を検討した．図 4-23 に各式を示す．両式とも 2R 値が高く，2 つの地点の初期
水位低下量から岡山市の波Ⅰ到達前の初期水位低下量を求められることが考えられる．  
図 4-24は中防災の 11 ケースに，派生的な検討ケースのうち山田港の津波高が最大にな
る Case10 の初期水位変動量を 0.8 倍および 1.2 倍した 2 ケースを加えた 13 ケースについ
て，図 4-23 に示す各相関関係式により 2 地点の水位低下量からそれぞれ算出した 1DW と
2DW の予測値の和をとり求めた YDW の予測値を解析値と比較したものである．誤差は最
大でも 0.05 m 程度となり，高精度で予測できていることが分かる． 
 
4.7.3 波Ⅱおよび波Ⅲの振幅の基準の検討 
4.7.1 で述べた通り，波Ⅱ，波Ⅲの振幅の基準は Case4 の初期水位変動量を 0.8 倍，1.2
倍にしたケースでも初期水位に漸近することが確認されている．さらに 4.3で述べたとお
り，震源ケースごとに大きな差がないことが分かっている．そこで，以下の手順で振幅の
基準を求めた．各波について，図 4-3に示す 5 ケースのピーク時の最大水位と引き波時の
最低水位を計 10 点抽出した．そして，各波の平均的な水位を求めるため，10 点の水位か
らの差の 2 乗和が最小になる水位を求めた．波Ⅱ，波Ⅲの結果はそれぞれ T.P. 1.33 m，T.P. 
1.23 m であり，初期水位の T.P. 1.29 m ともほぼ等しくなっていることが分かる．以上か
ら，これらの値を波Ⅱ，波Ⅲの振幅の基準にそれぞれ設定した． 
 























図 4-23 初期水位低下量の相関関係式 














































































かについて検討した．図 4-26 は前節と同様の 7 つの波源ケースの解析結果をサンプルと
して，波形抽出点で得た波①の各合成波のピーク時点と各海峡部の波①から波③のピーク
 




































波②でそれぞれ 1.04，1.97（h）（小数点第 2 位まで表示）である． 
 










































 図 4-27は Case4 を例として紀伊水道入口付近と山田港の波形をもとに波Ⅰから波Ⅲの
予測のタイミングを図示したものである．この図をもとに，前節までに検討した事柄を用
い，波形抽出点から得られた津波波形から，山田港の津波ピーク水位およびその到達時間
を求める過程を〔1〕 KiiDW 観測時点（図 4-27 の青丸），〔2〕波①観測終了時（図 4-27 の
緑丸），〔3〕波②観測終了時（図 4-27の紫丸）の 3 つの時点に分け，時系列的に説明する． 















































































場合と同様に波高比 1 と波高比 2 を掛け合わせ，経由海峡ごとに山田港到達時の波高を予
測する．最後に波Ⅱ，波Ⅲの振幅の基準に重なりあう各海峡経由の予測波高を半分ずつ足
して，波Ⅱ，波Ⅲのピーク水位を予測する． 
図 4-27 から第Ⅰ，Ⅱ波については到達の約 100 分前，第Ⅲ波については約 160 分前に
予測できること分かる． 
 
4.9.2 予測精度の検証  
予測精度の検証を中防災の 11 の震源ケースに派生的な震源ケース（6 ケース）のうち山
田港で想定される津波波高が最も大きい Case10 のすべり量を 0.8 倍，1.2 倍に変化させた
























































































































































































































































































に比較的大きな干満差が岡山市近隣の宇野港で観測された大潮日（2013 年 1 月 14 日）に
南海トラフ地震の発生を仮定した潮汐-津波同時解析を実施した．潮汐と津波の再現方法は
前章と同様であるが，図 4-1に示す範囲で解析を行った．波源のケースは中防災の派生的
な検討 6 ケースの内，岡山市の津波波高が最大となる Case10 に設定した．解析は地震発生
















与えた初期水位（T.P. 1.29 m）との差（波Ⅱ：0.04 m，波Ⅲ：-0.06 m）を各波の到達予測時
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析を行った事例はほとんどない．岡山市では 2 章で説明したとおり赤穗ら 3)により建物群
の影響を考慮した津波氾濫解析が実施されたが，用水路網の影響は考慮されていない．以
上を踏まえ，南海トラフ巨大地震発生時に岡山市の津波挙動に対する用水路網の影響を検
討するため，図 5-1 に示す赤穗ら 3)と同様の計算範囲において，用水路網を再現した津波
遡上解析を実施する．用水路の再現は岡山市を対象とした既往の津波解析において，津波
 


















































うかがえる．また，岡山市の用水路網は幅が 5 から 6m 程度以下と比較的狭い河道となっ
ている．さらに，岡山市の用水路は掘り込み河道であり，灌漑期には用水路の水位と用水













図 5-3 臨海地区の航空写真と用水路の状況 
撮影点 2017年6月17日撮影
Google map







三角形の非構造格子を解析範囲に設定し，3 章と同様に 2 次元の浅水流方程式を FDS 法
で離散化して解くことにより，数値解析を実施した．なお，タイムステップは 3 章の式（3.2）







成には非構造格子作成用のソフトウェアである SMS を用いた． 
 
5.3.2 地形データの作成および初期条件 
中防災提供の 10 m ごとの標高およびマニングの粗度係数のデータを元データとして用
い，各計算格子の重心に最も近い位置のデータを内挿し，地形を再現した．用水路再現区
域の標高については，用水路周辺の標高をより正確に再現するために，国土地理院提供の
5 m ごとの測量データを用い，同様の方法で再現した．児島湾および河川の初期水位は 2012
年の山田港における最高潮位である T.P. 1.29 m とした．一方，児島湖の水位は，通常約 T.P. 
-0.5 m になるように岡山県によって管理されており，初期水位もこの値に設定した．  
次に，用水路の設定について説明する．用水路の河床高と水位に関する具体的なデータ
は得られていない．そこで，灌漑期の水路の水深がおおむね 1m であることと水路沿いの
道路脇の標高が国土地理院の標高データから T.P -0.2 m 程度以上であり，さらに灌漑期の
水路の水位との差が 0.3m 程度であることを踏まえ，水路の河床高と初期水位をそれぞれ
一律に T.P. -1.5 m，T.P. -0.5 m に設定した．しかし，用水路近傍の地点には用水路沿いの道
路や用水路の水位よりも標高が低くなっている場所があり，用水路に接する平野側の計算
 















る．そこで，用水路沿いの計算格子に内挿された標高が T.P. -0.2 未満の場合，その格子の
標高を T.P. -0.2 m に補正した．また，水路部のマニングの粗度係数はコンクリートで施工
された水路の値として 0.015 を与えた． 
 
5.3.3 震源ケースと津波の再現方法 
 本研究では中防災が公表する 11 の震源ケースのうち，児島湾口にある山田港に到達
する推定津波高が最も大きい四国沖に大すべり域を設定した Case4 の震源ケースを対象に
津波解析を行った．赤穗ら 3)と同様に，波源域を含む広領域津波伝播解析により児島湾口
で得られた水位を津波流入境界（図 5-1）に与えることで津波を再現した．図 5-5 に流入
境界の入力波形を示す．なお，広領域津波伝播解析は海岸線を閉境界に設定し，児島湾奥
まで再現した範囲で行っているため，この入力波形には陸側からの反射波の影響も含まれ




用水路再現区域の標高分布を示した図 5-6 をもとに計算ケースについて説明する．図 5-
6 から，旭川と百間川の両岸に堤防が築かれていることが分かり，その標高は T.P 3 m から
4 m 程度である．Case1 では津波浸水想定設定の手引きにしたがい，地震発生直後にすべて
 











































図 5-7 に各ケースの浸水深分布を地震発生から 20 分後，150 分後（第 1 波到達直前），
220 分後（第 2 波到達時），340 分後（第 4 波到達時）について示す．Case1 の地震発生か






河川から離れていても浸水深が 0.4 から 0.6 m 程度に上っている．第 2 波到達時の地震発
生 220 分後においては，用水路の有無にかかわらず，南部の浸水深分布には大きな差はみ
 
図 5-7 各ケースの解析結果 
Case1〈用水路なし〉
20分後 150分後 220分後 340分後
Case1〈用水路あり〉
20分後 150分後 220分後 340分後
20分後 150分後 220分後 340分後
Case2〈用水路あり〉
水深(m)
20分後 150分後 220分後 340分後
Case2〈用水路なし〉
























Case2 の結果においても Case1 と同様の傾向がみられる．以下本ケース結果の特徴的な
点を挙げる．Case2 では旭川左岸の堤防の耐震化の影響を考慮したため，（用水路なし）で














































等を勘案し，境界線を約 10 m から 50 m の間隔で分割し，境界線に沿うように平野部の計
算格子を作成した．図 5-9 の右側に臨海地域のメッシュ図を示す．用水路内まで計算格子
を切った図 5-5のものと比較すると陸域の計算格子の密度が減少していることが分かる．
計算領域全体の三角形格子の数は 571,490 個であり，用水路内も 2 次元計算を行う場合と
比較し，約半分に軽減された．これに伴い，氾濫域の解析時間も約半分に短縮された．な
お，用水路部の 1 次元計算は，分割された線分の間隔ごとに行い，水路部の計算格子数は
全 1,654 個である．また，複数の水路が交わる点（以下合流点）は，全 114 個ある． 
 




































































（完全越流 2 1/h h <2/3 の時） 1 10.35 2q h gh                        (5.1) 
（潜り越流 2 1/h h ≧2/3 の時） 2 1 20.91 2 ( )q h g h h                   (5.2) 







水路に沿う計算格子の標高が T.P. -0.2 m よりも低い場合には，T.P. -0.2 m を天端高として
本間の越流方程式を適用した． 
図 5-12 は，Case1 の水路がある場合の計算を上記の方法で実施した氾濫解析結果を前章
と同じ時間帯において示したものである．地震発生から 20 分後の段階では用水路内も 2
次元解析した結果（図 5-7 の Case1（水路あり））と比較して，北部の用水路からの浸水が
十分に再現できていないことが分かる．図 5-13 は，南から北に延びる用水路の一つ（図
5-2 の AA’の部分）を取り上げて，水路を 1 次元計算した場合（実線）と水路内も 2 次元
計算した場合（破線）について経時的な水位断面図を示したものである．20 分後の結果を




て考えられる．図 5-12と図 5-7（Caae1 水路あり）について，津波の第 1 波が到来する地
 
図 5-12 用水路の再現および格子作成方法 
水深(m)
20分後 150分後 220分後 340分後
Case1〈水路あり〉
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  震発生 150 分後以降の平野部の浸水状況の比較から，津波氾濫範囲及び浸水深の分布が両
者ともほぼ一致している．さらに，地震発生 150 分後以降の各時刻について図 5-13の水路































河床高（T.P. -1.5 m）A A’









の計算手法により，建物の影響を考慮した津波氾濫解析を実施する．以下 5.5.2 に BP-L











算格子について元々内挿されている地表面の標高に 5m を加えた．占有率が 0 より大きく
1 未満である計算格子には，市街地のマニングの粗度係数である 0.06 を与えた．占有率が
0 である計算格子には空地のマニングの粗度係数として 0.025 を与えた．ここで中防災の
農地の粗度データは 0.02 が用いられていることを踏まえ，本解析においても農地では代わ
りに 0.02 を与えた． 
 
図 5-14 建物再現区域の航空写真（左）と占有率の分布（右） 




















図 5-15 浸水深の分布図 
水深(m)
20分後 150分後 220分後 340分後
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に到達する津波高を比較的簡単な計算により予測することができる．そのため高度な計算
機を持たない各自治体も利用が可能であり，津波避難を適切に行うために必要不可欠な情
報を住民に提供できる．現在のところ本研究で波形抽出点として設定した海域には GPS波
浪計は設置されていないが，レーダー式波浪計を利用した津波観測など津波挙動を平面的
にとらえる観測技術の高度化が進められており，簡易予測法の将来的な実用化が十分に期
待できる．さらに海域ごとの海底地形の違いが津波挙動に与える影響を適切に考慮できれ
ば，津波伝播海域でセイシュが発生する場合や 2つの海峡からの津波の重畳により波高が
増幅する場合の簡便な津波予測の方法として岡山市のみならず国内外の津波予測に本研
究の検討事項が応用できる可能性がある．  
次に 5章で説明した岡山市の微地形を考慮した津波氾濫特性の検討について述べる．岡
山市の用水路網が津波氾濫過程に与える影響を検討するため，用水路網を地形として再現
した津波氾濫解析を行った．その結果，用水路により津波氾濫時刻が大幅に早期化し，津
波の人的被害が深刻化する可能性があることが明らかになった．特に海や河川から離れた
地域でその影響が顕著であり，用水路を考慮しない場合は地震発生から 150分経過後に浸
水がない地点においても用水路を考慮した場合は地震発生から 20 分後の時点で用水路を
伝った海からの氾濫流により浸水が進むことが明らかとなった．また，建物の影響を加え
た津波氾濫解析においても，用水路からの氾濫により臨海地域の住宅区よりも海から離れ
た地域が先に完全に浸水するなど住民の津波避難の方針を決めるうえでも貴重な研究成
果が得られた． 
現在，岡山市の津波ハザードマップは用水路を考慮していない解析結果をもとに作成さ
れており，この研究成果は用水路の位置を踏まえた避難ルートや避難場所の再検討など岡
山市の津波対策に貢献することができると考える．また，本研究では用水路網を一次元水
路として取り扱うことにより，計算メモリや計算時間を節約し，より広い範囲で用水路網
の影響を反映した津波氾濫解析を行うことができることが示された．今後，岡山市のより
広い範囲の用水路を考慮し，津波氾濫過程を検討する予定である．また，本研究は岡山市
のように用水路網が発達した地域の津波氾濫解析ではその影響を考慮する必要があるこ
とを初めて示し，国内外の今後の津波対策にとっても重要な知見が得られた． 
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